知識・技能習得訓練コース（集合訓練）
[bookmark: _Hlk188016750]（様式１）


公募型プロポーザル参加資格確認申請書
【知識・技能習得訓練コース（集合訓練）】

令和　　年　　月　　日

　　広島障害者職業能力開発校長　様



　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
（担当者　	　）
（電話番号　	　）
（ＦＡＸ番号	　）

[bookmark: _Hlk223619596]　令和８年３月16日付けで公告のあった次の公募型プロポーザルに参加したいので、必要書類を添えて申請します。
なお、地方自治法施行令第167条の４の規定のいずれにも該当しない者であること、公募型プロポーザル参加資格要件を満たしていること及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

１　業務名：令和８年度障害者委託訓練業務

２　添付書類
	〇　個人情報取扱いの管理体制（様式５）
〇　機密データの保存等に関する申出書（様式７）





（様式２）

令和８年度障害者委託訓練業務に係る企画提案書類
【知識・技能習得訓練コース（集合訓練）】

令和　　年　　月　　日


　広島障害者職業能力開発校長　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　 在　 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　 　印
（担当者　	　）
（電話番号　	　）
（ＦＡＸ番号	　）
（メールアドレス	　）


　この業務を受託したいので、企画提案書類を提出します。

添付書類
[bookmark: _Hlk190334633]　○　実施企画書（様式３）・・・正本１部、副本５部
○　見積書（様式４）・・・正本１部、副本５部
[bookmark: _Hlk190334619]○　会社案内（任意様式）・・・正本１部
○　施設、設備の写真（任意様式）・・・正本１部、副本５部
○　その他、修了証書や証明書の写し等（任意様式）・・・正本１部
	




（様式３）
障害者委託訓練事業 企画提案書【知識・技能習得訓練コース（集合訓練）】

[bookmark: _Hlk190344394][bookmark: _Hlk190340427][bookmark: _Hlk190345686]１　訓練実施体制
	[bookmark: _Hlk190340394]①職業訓練サービスの質の保証や向上
	□職業訓練サービスガイドライン研修の受講証明書
・受講者：　　人（訓練を担当する予定の講師や訓練運営責任者等）
※受講証明書の写しを添付

	②訓練区分
	□自由提案コース１（広島市、集合訓練３か月）

	③提案する訓練科名
	　　　　　　　　　　　　　科

	④訓練時間
	・訓練実施時間帯：　　時　　分～　　時　　分（　　時間）
・総訓練時間：　　　　時間
　※職業能力講座を除き240時間以上

	⑤受講の要件と理由

	


	⑥訓練開始月
	訓練区分
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月

	[bookmark: _Hlk190336393]
	自由提案
コース１
	
	
	
	□
	□
	□

	⑦定員と最少開講人数

	・定員：　　人　・最少開講人数：　　人


※□は、該当する項目にチェック（☑、■）をすること



	[bookmark: _Hlk190339964]⑧教室面積等
※訓練生１人あたりの面積は、平均値が1.65㎡以上であっても、個々の教室のひとつでも1.65㎡未満であれば提案不可。
	使用する屋内の教室名（実習室も含む）
	教室面積　Ａ
	1回あたりの定員　Ｂ
	訓練生１人あたりの面積　Ａ／Ｂ

	
	
	（　　　　　）㎡
	人
	（　　　　　）㎡

	
	
	（　　　　　）㎡
	人
	（　　　　　）㎡

	
	
	（　　　　　）㎡
	人
	（　　　　　）㎡

	
	
	（　　　　　）㎡
	人
	（　　　　　）㎡

	
	平均値
	（　　　　　）㎡
	人
	（　　　　　）㎡

	⑨屋外実習場
	教室からの移動等に関する配慮事項
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	⑩相談室
	□有（プライバシーが確保されている）　※施設外の近隣の場所でも可

	⑪自習室
	□有（訓練時間外に利用できる部屋である）　※教室でも可

	⑫談話室・休憩室
	□有（施設内に設置され、訓練時間外に利用可能な部屋等である）

	⑬トイレ
	□有（男女の入り口が別々である）

	⑭事務室
	□有（教室と分離している）

	⑮空調・冷暖房
	□有（訓練実施に適した環境に温度設定ができる）


[bookmark: _Hlk190345969]※□は、該当する項目にチェック（☑、■）をすること



[bookmark: _Hlk190346623]２　訓練内容
	①障害者の雇用ニーズ（訓練実施地域における目標とする職種の求職者数や求職者のニーズ、企業ニーズ等）の把握・分析内容を具体的に記入すること。











	②受講者の障害の種別や程度が異なる中で、訓練目標や仕上がり像に対応する人材としてのスキルを身に付けるために、どのように訓練を実施するか、対応可能なことを具体的に記入すること。
・身体障害者（視覚障害者）への配慮



・身体障害者（聴覚障害者）への配慮



・身体障害者（視覚障害者及び聴覚障害者を除く）への配慮



・精神障害者（高次脳機能障害者、発達障害者を含む）への配慮



・知的障害者への配慮



・上記以外の障害者への配慮




	③受講者の障害の種別や程度、受講者が習得したスキルレベルに応じて働くために、どのような職種や仕事内容が提案できるかを記入すること。








参考）訓練内容の補足資料
· 訓練目標、訓練内容、訓練時間等
　　　様式３－１「訓練内容及び訓練時間数」のとおり
· 取得可能資格
様式３－４「資格試験等一覧表」のとおり
· 使用教材
　　　様式３－５「使用教材一覧表」のとおり

３　就職率
[bookmark: _Hlk190265483][bookmark: _Hlk190335586][bookmark: _Hlk190335763]２年間（令和５年４月１日から令和７年３月31日の間に実施･終了したもの）に、障害者の就職を目的とした訓練を実施した機関のみ、就職率の上位４コースの実績を記入すること。
	仮称
	中退者のうちの
就職者数　①

	修了者数　②

	修了者のうちの
就職者数　③


	Ａコース
	
	
	

	Ｂコース
	
	
	

	Ｃコース
	
	
	

	Ｄコース
	
	
	

	合計
	
	
	


・就職率の平均値＝（①の合計＋③の合計）÷（①の合計＋②の合計）×100＝　　　　　％

[bookmark: _Hlk190336281]４　就職支援
	1 [bookmark: _Hlk190346480]訓練終了３か月後の就職率の目標
・目標値：　　　　％　※55%以上で任意に設定

	2 就職率（目標値）を達成するための訓練期間中及び訓練修了後における就職支援内容
□就職した修了生との交流の場を提供する
□求人を出している企業と連携して会社説明会を実施する
□地域企業や団体へ訪問して障害者雇用の推進を行う
□プライバシーに配慮した部屋で個別面談ができる（当校の支援員も同席する場合あり）
【その他】履歴書等の添削や面接練習、就職先の開拓等、実際に行う就職支援の内容を記入すること。









	3 職場定着のために訓練実施期間を通じて工夫できる支援内容
□各種支援機関と連携を図る
【その他】実際に行う職場定着のための支援内容を記入すること。










[bookmark: _Hlk188273483]※□は、該当する項目にチェック（☑、■）をすること
※委託先が特定される内容は記入しないこと
[bookmark: _Hlk188273492]５　運営体制
(1)機関（法人）と訓練実施施設の概要
	機関(法人)名
	

	種　別
	□株式会社　　　　□学校法人　　　□職業訓練法人　　□事業主団体
□社会福祉法人　　□ＮＰＯ法人　　□一般社団法人
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	代表者職・氏名
	

	機関(法人)所在地等
	〒

TEL:               　　　　　　FAX:                　　　　　

	設立年月日
	大正・昭和・平成・令和　　年　　月　　日

	訓練実施施設名
	

	訓練実施施設
所在地等
	〒

TEL:               　　　　　　FAX:                　　　　　

	訓練実施施設代表者職・氏名
	

	従業員数
	
	運営・管理部門
	訓練指導担当部門
	合　計

	
	常　勤
	人
	人
	人

	
	非常勤
	人
	人
	人


(2)業務担当者
	委託業務責任者
	職名・氏名
	TEL:

	
	E-mail:
	FAX:

	委託業務担当者
	職名・氏名
	TEL:

	
	E-mail:
	FAX:

	訓練事務担当者
	職名・氏名
	TEL:

	
	E-mail:
	FAX:

	就職支援担当者
	職名・氏名
	TEL:

	
	E-mail:
	FAX:


[bookmark: _Hlk188273503](3)講師及び就職支援担当者
　　　様式３－３「講師及び就職支援担当者」のとおり
(4)個人情報の管理体制
様式５「個人情報取り扱いの管理体制」のとおり




(5)安全衛生
①　施設・設備の消防法上の適合等（具体的に記入すること。）
	[bookmark: _Hlk188273529]



②　訓練生の安全衛生に係る配慮等
	



　※訓練生の消防避難訓練の実施、安全衛生に係る講習等を記入すること。

(6)訓練施設及び訓練設備
様式３－２「訓練施設」及び様式３－２－１「訓練設備」のとおり

６　見積額
様式４「見積書」のとおり


（様式３－１）
訓練内容及び訓練時間数【知識・技能習得訓練コース（集合訓練）】
	訓練科名
	

	[bookmark: _Hlk189466532]訓練内容
	

	対応職種
	

	訓　　練　　内　　容
	科　　　目
	科　目　の　内　容
	時間

	
	職業能力講座
※４日間で実施
	

※設定する場合は、１日３時間以上、合計12時間以上
	

	
	集合訓練
	専　門　科　目
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	就職支援
	

※15時間以上60時間以下で設定すること
	

	総訓練時間　　　時間

	職業能力講座　　時間
	専門科目　　時間
	就職支援　　時間



※専門科目は、主に仕事を意識した科目名・内容で構成すること。



（様式３－２）
訓練施設
	訓練施設名
	

	訓練実施場所
	〒

TEL:　　　　　　　　　　　　FAX:

	交通手段
	○最寄りの駅及びバス停からの所要時間、距離
最寄りの駅　　　　駅名　　 　　　  　　　　距離　 　　　  Km

　　　　　　　　　通学時間帯における１時間の便数（　　　便）
最寄りのバス停　　バス停名 　　　  　　　　距離　 　　　  Km
通学時間帯における１時間の便数（　　　便）

○駐車場　　　　　　　□有（   　 台）（金額　　　　　円）　□無
　　　　　　　　　　　　　　　　　※無料の場合は金額を「0」とする。
○駐輪場　　　　　　　□有（   　 台）　□無
○スクールバスの運行　□有　　　　　　　□無
　　　　　　　　　　　１日の便数（　　　便）

	最寄り駅からの地図（略図）



※□は、該当する項目にチェック（☑、■）をすること

（様式３－２－１）
訓　練　設　備
・講師が説明に使用する機器
	□ホワイトボード
□プロジェクター
□授業支援システム／デジタル画像配信システム
□書画カメラ
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※□は、該当する項目にチェック（☑、■）をすること

・訓練生が使用する設備機器（機器、器具、OS、ソフトウェア等）
	名　称
	形式（型番、バージョン等）

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	




（様式３－３）
講師及び就職支援担当者
令和　　年　　月　　日現在
１　講師
	氏　　名
	区　分
	担当科目に関連する業務の経験年数、資格等

	
	□常　勤
□非常勤
	

	
	□常　勤
□非常勤
	

	
	□常　勤
□非常勤
	


２　就職支援担当者
	氏　　名
	区　分
	就職支援業務に関連する資格、実績

	
	□常　勤
□非常勤
	□キャリアコンサルタント登録証
□キャリアコンサルティング技能士（１級又は２級）合格証書
□相談支援従事者初任者研修修了証書
□サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者研修の修了証書
【就職支援実績】
・ジョブ・カードの作成支援実績：　　人
・就労支援パスポートの作成支援実績：　　人
・障害者に対するその他の就職支援実績：　　人


[bookmark: _Hlk188273626][bookmark: _Hlk190703519]※□は、該当する項目にチェック（☑、■）をすること
※経験年数は、その業務に携わった年数（○年〇月）を記入すること。
[bookmark: _Hlk223620445]※就職支援実績は、令和５年度と令和６年度の合計人数を記載


（様式３－４）
資 格 試 験 等 一 覧 表
　　　　　　　　　　
	資格試験等
（注１）
	主催
	級別
	試験日
	試験会場
（住　所）
	受験可能時期
（注２）

	
	
	
	
	
	□在校・□修了

	
	
	
	
	
	□在校・□修了

	
	
	
	
	
	□在校・□修了

	
	
	
	
	
	□在校・□修了

	
	
	
	
	
	□在校・□修了

	
	
	
	
	
	□在校・□修了

	
	
	
	
	
	□在校・□修了

	
	
	
	
	
	□在校・□修了

	
	
	
	
	
	□在校・□修了


[bookmark: _Hlk188273647]※「資格試験等」は、訓練中に訓練生への試験対策等の支援を行うものだけを記入すること。
※「受験可能時期」は、該当する項目にチェック（☑、■）をすること。
（「在校」：在校中に受験できるもの、「修了」：修了後に受験できるもの）



（様式３－５）
使 用 教 材 一 覧 表
	教　材　名
	出版社名
	価　格
(訓練生負担額)
	対応科目
(訓練内容の科目名)
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	            　　合計金額(訓練生負担額)
	               　　　　　 円
（消費税を除く）


[bookmark: _Hlk188273669]※貴機関独自の教材を使用する場合は、その理由及び価格の根拠がわかる資料を添付すること。
　コピー等で作成する教材については訓練生負担としないこと。
※様式３－４に記載した資格取得のために使用する教材・問題集は必ず記載すること。
※受託後に教材等の変更がある場合は、この合計金額（訓練生負担額）を上限とすること。



（様式４）
令和　　年　　月　　日
広島障害者職業能力開発校長　様
所　 在　 地
商号又は名称
代表者職・氏名  　　　　　　　　　　　　　　印
見　積　書
【知識・技能習得訓練コース（集合訓練）】

訓練実施に要する経費として、次のとおり見積いたします。
１　訓練科名　　　　　　　　　　　　科（訓練月数３か月）
２　委託料金額
　　＜集合訓練＞
	項　目
	税抜き金額（円）
	備　考

	講師人件費
	
	

	施設設備利用料
	
	

	その他
	
	

	合　計
	
	受講生一人当たり
上限月額６４，０００円


　　＜職業能力講座＞
	項　目
	税抜き金額（円）
	備　考

	講師人件費
	
	

	施設設備利用料
	
	

	その他
	
	

	合　計
	
	受講生一人当たり
上限日額２，０００円



以　上


（様式５）
個人情報取扱いの管理体制
企業・団体名　　　　　　　　　
１　個人情報管理体制について
　個人情報の管理責任者を記入してください。
　　　役職：　　　　　　　　　　　　　　氏名：　　　　　　　　　　
[bookmark: _Hlk190262497]　個人情報管理体制についての書類があれば、下記の欄に記入し、提出願います。
	提出書類名（例：個人情報管理体制、個人情報取扱い運用規程等）



２　個人情報の秘密保持について
　業務上知り得た個人情報の秘密保持について記入してください。
　□個人情報の秘密保持について具体策を講じている。
	秘密保持のための具体策を記入してください。



　□個人情報の秘密保持について具体策を講じていない。
３　個人情報の安全管理措置について
　個人情報の安全管理措置について記入してください。
　□個人情報の安全管理措置を講じている。
	安全管理措置を具体的に記入してください。



　□個人情報の安全管理措置を講じていない。
４　プライバシーマークについて	
　プライバシーマークの取得状況について記入してください。
	□取得している
	取得年月日：



	□申請中である
	取得予定年月日：



	□取得予定なし


（様式６）
仕様書等に関する質問書

令和　　年　　月　　日

広島障害者職業能力開発校長　様
　ＦＡＸ：082-254-1716

所    在    地
商号または名称

	担当者名
	

	連絡先
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	メール　
アドレス
	



業務名：令和８年度障害者委託訓練業務
	質　問　事　項

	





（様式７）
機密データの保存等に関する申出書

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住所）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（氏名又は法人名等）

　今回の入札等の結果により、　　　から委託された場合の業務に関して、機密データの保存等については次のとおり取り扱う予定であることを申し出ます。
	１　機密データの保存に使用する媒体等の名称
	



	２　機密データを記憶する記録媒体等の物理的な所在地
	□　日本国内のみ
□　日本国外（全部又は一部）　
　　（国名：　　　　　　　　　　　　）

	３　機密データの利用・保存先として、オンラインストレージ等のクラウドサービスの利用予定の有無
	□　有
（サービス名称：　　　　　　　）
□　無

	４　生成ＡＩの利用予定の有無
※　本業務の機密データの取扱いについて、生成ＡＩ又は生成ＡＩを利用したサービスでの利用予定の有無を回答してください。また、有とした場合には利用する生成AIのサービス名を記載してください。
	□　有
（サービス名称：　　　　　　　　　）
□　無

	５　再委託等の有無
※　今回委託予定の業務に関して機密データの全部又は一部の取扱いを第三者に委託する予定がある場合は「有」としてください（二以上の段階にわたる委託をする場合及び子会社に委託をする場合を含みます。子会社は、会社法（平成17年法律第86号）第２条第３号に規定する子会社をいいます。）。
	□　有
□　無


　【注記事項】
１　この申出の内容は、入札等の結果に影響しませんが、機密データの保存等の状況により安全管理措置上の問題が生じる場合には、機密データの保存方法等について変更を求める場合があります。
２　再委託等を行う場合には、あらかじめ発注者の書面による承諾を得る必要があります。
３　入札等の結果に基づき契約の相手方となった場合、契約時に別途「機密データの保存等に関する届出書」により、クラウドサービス及び生成ＡＩの利用状況の詳細を届け出る必要があります（再委託先等がある場合には、再委託先等についても個別に届出書の提出が必要となります。）。
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